
 

 

 ○現（前）計画を引き継ぐ次期計画の有無に○をします。 

 

計画とりまとめ課 上下水道局下水道部下水道計画

課 

要素事業所管課 上下水道局下水道部施設課 

１ 計画の概要 

計画の名称  

 

川崎市公共下水道 社会資本総合整備計画 計画の期間 平成２９年度～ 

令和３年度 

計画の目標 下水道による良好な循環機能の形成 

計画の成果目標（定

量的指標） 

高度処理普及率（％）を、２７．０％（H28）から５９．３％（R3）に増加。 

 

計画変更を行った

場合、変更内容の概

要 

要素事業の追加に伴う計画の見直し 

２ 社会資本整備総合交付金を充てた要素事業の進捗状況（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の区分 主な事業名 計画事業費 執行額(千円) 

(評価時) 

進捗率 

（％） 

事業進捗状況の概要 

当初（千円） 評価時（千円） 

Ａ 

（基幹事業） 

 

下水道事業 

入江崎水処理センター

（高度処理） 

等々力水処理センター 

（高度処理） 

24,900,000 21,880,000 18,527,870 84.7 （主な完成施設） 

入江崎水処理センター 

（西系高度処理施設） 

等々力水処理センター 

（流量調整池土木躯体） 

Ｂ 

（関連社会

資本整備事

業） 

 

 

 

     

Ｃ 

（効果促進

事業） 

 

 

     

全体事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 24,900,000 21,880,000 18,527,870 

【財源内訳】 

国：

10,037,262 

市：8,490,608 

  

３ 計画に記載した評価指標の目標値の実現状況 

評価指標の名称、

内容 

高度処理普及率（％） 

定義及び算定式 （定義） 

全計画処理能力のうち、赤潮の原因物質でもある窒素やりん等を除去することができる処理方法が導入さ

れた割合。 

（算定式） 

高度処理普及率（％）＝（全高度処理能力）／（全計画処理能力） 

その指標を設定

した理由 

市内４箇所の水処理センターにおける全計画処理能力のうち、東京湾の赤潮の原因物質でもある窒素やり

ん等を除去することができるなど、高度な処理方法が導入された割合がどのくらいに達しているのかをわ

かりやすく表すため。 

当初現況値(H28) 中間目標値 最終目標値(R3) 実績値(確定・見込) 目標達成状況 

２７．０％ 

 

３４．５％ ５９．３％ ５９．３％ 達成（見込み） 

目標達成状況に

対する所見 

 

入江崎水処理センターの西系水処理施設が完成したことで着実に事業を推進している。また、加瀬水処理

センターや麻生水処理センターでは、既存施設の一部改造や運転管理の工夫により段階的な高度処理が図

られている。 

将来の見込み 

 

 

等々力水処理センターにおいて、引き続き流量調整池の整備や既設反応タンクの改造、脱窒ろ過池の整備

を推進し、さらに入江崎水処理センターの東系水処理施設における段階的高度処理の導入を図ることで令

和６年度までに、高度処理普及率 100％を目指す。 

令和３年度 社会資本総合整備計画 事後評価概要調書 

様式２－１ 

1

資料２－２



 
４ 事業効果の発現状況（計画で設定した以外の数値的・定性的な評価指標によるもの） 

評価指標の名称、

内容 

－ 

定義及び算定式 － 

指標とする理由

及び計画におい

て設定した評価

指標との関連性 

－ 

評価指標の実績

値を含む効果の

発現状況 

－ 

５ 市民・事業者に対する意見募集・説明・調査の状況 

意見募集・説明・

調査の内容、手

法、実施期間 

下水道を使用している市民の方から無作為に抽出した１千人を対象に、「下水道事業に対する市民意識調

査」を実施した。調査期間は、令和３年９月９日～２４日まで。 

 

 

 

意見募集・説明・

調査の結果及び

それを踏まえた

対応方針 

社会資本整備総合交付金を活用して実施している地震対策、浸水対策、高度処理、合流改善などの下水道

事業の様々な施策に対する満足度を調査した結果、高度処理については、概ね 7割の市民の方が満足して

いると確認できた。 

今後とも更なる満足度が得られるよう、より効率的に事業を進めていく。 

 

 

 

６ 今後の方針等 

総合的な所見 

 

社会資本整備総合交付金の内示額や工事落札率の影響により、当初計画で計上していた事業費よりも執行

額は減少したものの、市単独事業と合わせて執行することで、高度処理については当初見込んでいた成果

目標は概ね達成が見込まれる。広域ネットワーク事業については、社会資本整備計画（防災・安全）で実

施している。 

 

 

 

今後の方針 

 

次期計画 

あり・なし 
 

高度処理については、東京湾流域別下水道整備総合計画の関係自治体とともに、計画で定められた目標水

質の達成を目指し引き続き施設の高度処理化を進めていく。 
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